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法廷写真とイラスト画
一裁判報道における禁止と容認
山田隆司＊
要旨
日本の裁判所では現在，公判廷における被告人の容貌等を写真撮影することが禁じられてい
る．この禁止措置は，一般の傍聴人のみならず，報道機関の写真記者らにも適用されている．
報道機関は，重大事件の場合に限り，被告人が入廷する前の開廷時に数分間，写真撮影が認め
られているにすぎない．こうした措置をとる根拠として，裁判所は，公正な審理に対する妨害
の防止，被告人の人権保護，法廷の秩序維持などを示している．
第2次世界大戦の終戦直後は，法廷における写真撮影は自由に認められていたが， 1949年施
行の刑事訴訟規則によって裁判所の許可が必要になった．その後，原則として不許可の運用が
なされるようになり，その運用が定着していった．
その代替的措置として1990年代から主流となったのが法廷におけるイラスト画である．新聞
やテレビなど報道各社は，公判廷における被告人および周囲の様子を伝えるため，「法廷画家」
と呼ばれる人たちにイラスト画を描かせるようになったのである．
なぜ，公開された法廷において被告人の写真撮影が禁止され，イラスト画は比較的広く許容
されているのだろうか．
本稿では，法廷写真と法廷イラスト画に関する裁判所の措置の変遷，それらを制限する根拠，
問題点を考察するとともに国民の知る権利の観点から，いくつかの要件の下において法廷写
真が認められるべきであることを論じる．
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Abstract 
In Japan, it is prohibited to take photos of the defendant in the courtroom. The prohibition applies 
to both press journalists and the general public. The arguments for the prohibition are, for example, 
maintaining order in the courtroom, ensuring a fair trial, and protecting the defendant's human rights. 
Although, for some time in the postwar period, there was no such regulation, the Rules of Criminal 
Procedure of 1949 began to require the court's permission. However, courts have rarely given permission, 
and it has been practically impossible to take photos in the courtroom. In the 1990s, the press began to 
use illustrations as an alternative measure. Press agencies, such as newspapers and broadcasters, have 
"court illustrators" to draw pictures of the defendant and some of the surroundings. 
What is the reason for prohibiting photographs in open court while permitting illustrations? In this 
article, I argue that, through the examination of the courts'attitude toward photographs and illustrations, 
photographs should be permitted under some conditions to honor the public's right to information. 
Key words: Freedom of coverage, News photo in court, Illustration in court 
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日本の裁判所では現在，公判廷における被告人の容貌等を写真撮影することが禁じられてい
る．この禁止措置は，一般の傍聴人のみならず．報道機関の写真記者らにも適用されている．
報道機関は，重大事件の場合に限り，被告人が入廷する前の開廷時に数分間，写真撮影が認め
られているにすぎない．
しかしながら，こうした法廷写真の禁止は．「人の物を盗んではいけない」といった時間・空
間を超えた「公理」とも言うべきものに基づくわけではない．禁止措置の根拠として，裁判所
は，公正な審理に対する妨害の防止，被告人の人権保護，法廷の秩序維持などを示しているが，
これらは司法行政の考え方が反映されたものであると言いうる．実際，第2次世界大戦の終戦
直後は，法廷における写真撮影は自由に認められていただが， 1949年施行の刑事訴訟規則に
よって裁判所の許可が必要になり，その後，原則として不許可の運用が定着していった．
その代替的措置として1990年代から主流となったのが法廷におけるイラスト画（I)である．新
聞やテレビなど報道各社は．公判廷における被告人および周囲の様子を伝えるため．「法廷画
家」と呼ばれる人たちにイラスト画を描かせるようになったのである．
なぜ，公開された法廷において被告人の写真撮影が禁止され，イラスト画は比較的広く許容
されているのだろうか
本稿では，法廷写真と法廷イラスト画に関する裁判所の措置の変遷，それらを制限する根拠，
問題点を考察するとともに国民の知る権利の観点から，いくつかの要件の下において法廷写
真が認められるべきであることを論じる．
なお，写真撮影に付随してテレビによるビデオ撮影も問題になりうるが，以下の考察では，
主として活字メデイアのスチール写真に焦点を絞ることにする．また， 2009年から始まった裁
判員裁判でも，裁判員らを特定する情報を公にしてはならないとする「裁判員の参加する刑事
裁判に関する法律（裁判員法）」 101条によって法廷における細密なイラスト画が制限される，
(1) 法廷スケッチなどとも呼ばれるが，最判平成17年1月10日民集59巻9号2428頁で「イラスト画」と
表現されていることから，本稿でも以下，「イラスト画」とする．
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と解されているが，本稿では，裁判員ではなく被告人の容貌等を描くイラスト画に対象を限定
する (2).
＿ 法廷写真・イラスト画に関する裁判所の措置の変遷
1 法廷写真
(1) 「撮影自由時代」
大日本帝国憲法59条は，「裁判ノ対審判決」の公開を定めていたものの，その但書として「安
寧秩序又ハ風俗ヲ害スルノ虞アルトキハ法律二依リ又ハ裁判所ノ決議ヲ以テ対審ノ公開ヲ停ム
ルコトヲ得」と規定し，極めて制限的であった．
これに対し，戦後の1947年に施行された日本国憲法82条は，「裁判の対審及び判決は，公開
法廷でこれを行ふ」と定め，裁判の公開を広く保障した．このこともあって，戦後，法廷にお
ける写真撮影が自由な時期があり，この時期は「撮影自由時代」と呼ばれる（3). 法廷が「スタジ
オ並み」といわれたほど，フリーな取材が続けられた（4). その様子は，カメラマンが裁判官のす
ぐ脇に脚立を立てて大型カメラを構え，法廷の隅にニュース映画用のライトが光り，数十人の
カメラマンが取り囲むといった具合である．
法廷のカメラヘの公開について， GHQ（連合国軍総司令部）の指示があったという説もあり，
軍事裁判がカメラに開放されていたことが影響を及ほしたという見方もある (5).
(2) 「撮影制限時代」
その後法廷での撮影に関し，裁判所と報道側の間に幾たびか問題が起きた (6). たとえば，裁
判長の制止を無視してニュース映画の強烈なライトを光らせたり， 16ミリカメラの音をたてた
り，新聞カメラマンが裁判官席の壇上に上がったりするなど，法廷の秩序を乱す行為があっ
(2) 裁判員法については，池田修『解説 裁判員法〔第2版〕』（弘文堂， 2009)，裁判貝裁判におけるイラ
スト画については，山田隆司「裁判員裁判と法廷スケッチ」法学セミナー2010年11月号58頁参照．山
田健太「裁判員裁判」鈴木秀美ほか編『よくわかるメデイア法』 60頁（ミネルヴァ書房， 2011)では，
法廷における裁判員のイラスト画について「裁判所側との事前協議を受け，判別が不可能なように目
を描かないなどの，報道機関が自主規制をしている」と指摘している．
(3) 堀部政男「法廷における写真撮影と報道の自由一北海タイムス事件」メデイア判例百選8頁 (2005).
戦後の法廷写真に関する裁判所の措置の変遷について，五十嵐清＝田宮裕『名誉とプライバシー』 234
頁（有斐閣， 1968)，日米の法廷写真撮影の経緯・現状については，右崎正博「法廷におけるカメラ取
材の意義と限界」法律時報74巻1号23頁参照．
(4) 別所宗郎「法廷のカメラ取材ーレンズを拒む裁判所」法学セミナー増刊『マス・メデイアの現在』 71
頁 (1986).
(5) 日本新聞協会新聞編集関係法制研究会『法と新聞』 88頁（日本新聞協会， 1972).
(6) 久保田きぬ子「法廷における写真撮影と報道の自由」マスコミ判例百選13頁 (1971)．
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た (7).
そして，前述のように，刑事訴訟規則が1949年 1月1日に施行された同規則215条は， 「公
判廷における写真の撮影，録音又は放送は，裁判所の許可を得なければ， これをすることがで
きない．但し，特別の定のある場合は，この限りでない」と定めている．法廷における写真撮
影は，裁判所の許可が必要になったのである．
この刑事訴訟規則制定と前後して，一部地域の裁判所では，撮影について「開廷前 5分間に
限る．開廷後には代表カメラマンだけが法廷に残り取材を続ける」という協定が作られ，この
慣行は， しばらく続いた（8). この時期は「撮影制限時代」と呼ばれることもある (9).
こうした撮影が制限された時代にあっても，重大な事件では法廷の撮影が行われたたとえ
ば，青酸カリで12人が殺害された「帝銀事件」では， 1950年 7月24日に開かれた東京地裁の
判決公判における被告人の容貌をとらえた写真が「死刑判決の瞬間」という説明を付けて新聞
に掲載された (10)．また，無人の列車が暴走した「三鷹事件」では， 1950年8月11日の東京地裁
判決公判において， 10人の被告人が立って並ぶ姿を正面から捉えた法廷内の写真が撮影され，
「判決の一瞬被告の表情」という説明を付けて掲載された (11).
(3) 「撮影原則禁止時代」
公安労働事件が相次ぎ，いわゆる「荒れる法廷」が続出し始めたころ，刑事裁判官の間に法
廷内の撮影を一切禁止する裁判官が出始めた (12).
1952年 1月の刑事裁判官中央会同では，「法廷における写真の撮影は，裁判所において相当
と認め，かつ被告人に異議がない場合には，開廷前に限ってこれを許可する」という「申し合
わせ」をした (13). この「申し合わせ」は，会同が開かれるごとに繰り返し確認され続け，その
間に法廷内撮影を許可する裁判所が年ごとに減っていき，禁止派の裁判官が多数となった (14).
この時代は，「撮影原則禁止時代」と呼ぶことができよう (15).
1952年9月には，「法廷等の秩序維持に関する法律」が施行され，写真撮影などの違反行為
(7) 日本新聞協会新聞編集関係法制研究会•前掲注 (5) 88頁． また，団藤重光ほか「法廷における写真
の撮影と録音放送の可否」ジュリスト 125号2頁 (1957)参照．
(8) 日本新聞協会新聞編集関係法制研究会・前掲注 (5)89頁．
(9) 堀部・前掲注 (3)8頁．
(10)読売新聞1950年7月258付夕刊．
(11)読売新聞1950年8月11日付夕刊．
(12)堀部・前掲注 (3)8頁．
(13)別所・前掲注 (4)72頁．
(14)日本新聞協会新聞編集関係法制研究会・前掲注 (5)89頁．別所・前掲注 (4)73頁では， 1954年，
1957年の刑事裁判官中央会同で再確認された， としている．
(15)堀部・前掲注 (3)8頁．
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が処罰されることになったこの法律は．「民主社会における法の権威を確保するため，法廷等
の秩序を維持し．裁判の威信を保持することを目的とする」ものであり（第1条），裁判所が法
廷などで「事件につき審判その他の手続をするに際し．その面前その他直接に知ることができ
る場所で．秩序を維持するため裁判所が命じた事項を行わず若しくは執つた措置に従わず． 又
は暴言暴行，けん騒その他不穏当な言動で裁判所の職務の執行を妨害し若しくは裁判の威信
を著しく害した」場合．過料などに処すことを定めている（第2条1項）．この法律は本来，カ
メラ取材を対象にしたものではなく．被告人や傍聴人の言動を抑える目的をもったものと思わ
れていたが，適用第1号が後述する「北海タイムス事件」の新聞カメラマンだったことから，
報道側には大きな警告として受け取られた (16).
もっとも．この撮影原則禁止の時代でも．重大事件の法廷写真は撮影されることがあった．た
とえば．翻訳者らが猥褻物頒布罪に問われた「チャタレイ事件」では． 1952年 1月18日の東京
地裁判決公判で，判決の言渡しを受ける 2人の被告人の写真が撮影され，新聞に掲載された (17).
また， 1952年9月29日に開かれた「帝銀事件」の控訴審・東京高裁判決公判でも，判決言渡し
を受ける被告人が正面から撮影され，新聞に掲載された (18).
(4) 北海タイムス事件
翌1953年には，「北海タイムス事件」が起きた．この事件は， 1953年12月10日，北海道の釧
路地裁で開廷された強盗殺人事件の公判で，北海道の地方紙・北海タイムス釧路支社報道部写
真班員が，事前に裁判所書記官から裁判官入廷後の写真撮影は許されないと告知されていたに
もかかわらず公判が始まって被告人の人定質問が行われた際，裁判長の制止に従わず裁判官
席のある壇上に上がり，被告人の写真l枚を撮影したものである．釧路地裁は，同日，無許可
かつ裁判長の命令に反して行われた公判開廷中の写真撮影行為が，「法廷等の秩序維持に関する
法律」 2条1項前段に該当するとして，写真班員を過料1000円に処した (19).
この釧路地裁の決定について，北海タイムスの写真班員側は，事実誤認などを理由に抗告し
たが，札幌高裁によって棄却された．写真班員側が報道の自由を主張したのに対し，札幌高裁
は，「いわゆる報道の自由とは憲法第21条に規定されている表現の自由の一種に外ならないが，
本件における写真の撮影は取材行為というべく，報道のための準備行為であって，報道行為そ
のものではないまた写真を撮影しなければ裁判の報道ができないわけではないから写真の撮
影を制限或は禁止することは憲法の規定に違反するものとはいえない」と判断したのである (20).
(16)別所・前掲注 (4)73頁．
(17)読売新聞1952年1月18日付夕刊，毎日新聞1952年1月18日付夕刊．
(18)読売新聞1952年9月29日付夕刊．
(19)釧路地判昭和28・ 12 ・ 10刑集12巻2号266頁参照．
(20)札幌高決昭和29・ 2 ・ 15高刑集7巻1号77頁．
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そこで，北海タイムスの写真班員側は，特別抗告を申立てた．
これに対し，最高裁大法廷決定は，刑事訴訟規則215条の写真撮影許可制の合憲性を認め，
この規則に違反した写真班員を処罰したことも正当であるとした．
大法廷決定は，まず，「およそ，新聞が真実を報道することは，憲法ニ一条の認める表現の自
由に属し，またそのための取材活動も認められなければならないことはいうまでもない． しか
し，憲法が国民に保障する自由であつても，国民はこれを濫用してはならず，常に公共の福祉
のためにこれを利用する責任を負うのであるから（憲法一二条），その自由も無制限であるとい
うことはできない」という．そして，「憲法が裁判の対審及び判決を公開法廷で行うことを規定
しているのは，手続を一般に公開してその審判が公正に行われることを保障する趣旨にほかな
らないのであるから，たとい公判廷の状況を一般に報道するための取材活動であつても，その
活動が公判廷における審判の秩序を乱し被告人その他訴訟関係人の正当な利益を不当に害する
がごときものは， もとより許されないところであるといわなければならない」とした．
さらに，「公判廷における写真の撮影等は，その行われる時，場所等のいかんによっては，前
記のような好ましくない結果を生ずる恐れがあるので，刑事訴訟規則ニー五条は写真撮影の許
可等を裁判所の裁量に委ね，その許可に従わないかぎりこれらの行為をすることができないこ
とを明らかにしたのであって，右規則は憲法に違反するものではない」などとして，特別抗告
を棄却したのである (21).
(5) 報道界による法廷カメラ取材要請
法廷内の写真撮影は，前にみたように， 1950年代から規制が強まった．そこで．報道界は．
裁判所に対し．法廷カメラ取材へ向けて要望を重ねた．
報道界は， 1954年以降たびたび裁判官や裁判所と交渉を持ち． 1957年には，①カメラの小
型化②人員の縮小．③照明の不使用，などの自主規制を盛り込んだ要望書を提出した (22).
1960年 1月5日には．日本新聞協会を中心に放送・ニュース映画の 5団体が「法廷取材に関
する要望書」として．「1 開廷前3分間の撮影． 2 サイレントの手持ち小型カメラの使用．
3 照明器具の禁止． 4 少数の代表による取材」のルールを最高裁に出した (23).
1980年代には．原則として禁止さ、れ．ごく一部の裁判所で例外的に許可されるだけという状
態になっていた．このため， 日本新聞協会編集委員会は， 1982年6月，最高裁事務総長と懇談
の機会をもち，法廷カメラ取材規制を緩和するように要望した．また， 日本新聞協会編集委員
(21)最大決昭和33・ 2 ・ 17刑集12巻2号253頁．「判批」としては．堀部政男・メデイア判例百選8頁
(2005)，山口和秀・憲法判例百選I〔第5版〕 154頁 (2007)．伊志嶺恵徹・憲法判例百選I〔第4版〕
154頁 (2000)など．
(22)別所・前掲注 (4)74頁．
(23)日本新聞協会新聞編集関係法制研究会・前掲注 (5)91頁．電波メデイアによるビデオ撮影制限の問
題については．常盤恭一「法廷に映像取材の自由を求める」新聞研究1982年8月号10頁参照．
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会は， 1983年3月には，「法廷内カメラ取材に関する自主基準」を示し，最高裁に事態の打開
を要望した (24)．これに対する回答として最高裁は1987年，「法廷内カメラ取材の標準的な運用基
準」を提示した．この基準によると，取材の実施方法は，①裁判所または裁判長の許可を得た
うえで，スチールカメラ，ビデオカメラ各1台に限って，代表取材の形で行う，②撮影時間は，
裁判官着席後，開廷前の2分以内とし，刑事事件では被告人の在廷しない状態で行う，③撮影
位置は傍聴席後部中央付近とし，撮影方向は裁判官席正面とする一などであった． 日本新聞
協会編集委員会は，「制限的な内容であるが，ゼロから一への前進」と評価して，この基準によ
るカメラ取材の試行的実施を決定し，同年12月15日から全国の裁判所で一斉に実施した (25).
(6) 法廷内カメラ取材の標準的な運用基準
「法廷内カメラ取材の標準的な運用基準」は， 1991年 1月には一部緩和された．法廷内カメ
ラ取材についての標準的な運用基準の改定に当たり，最高裁判所事務総長と日本新聞協会編集
委員会代表幹事は， 1990年12月68, 「最高裁判所事務総局と日本新聞協会編集委員会は，法
廷内カメラ取材の標準的な運用基準にそって各地において適正かつ円滑に実施されるよう，お
互いに協力することとする．また，運用基準の内容や運用面で問題が生じた場合は，必要に応
じ今後も双方で協議する」と了解した (26).
現在の基準は，次の通りである (27).
1.法廷内カメラ取材の許可
法廷内カメラ取材は，裁判所又は裁判長が，事件の性質・内容，その他諸般の事情を考慮し
て，許可するものとする．
2.代表取材
撮影は，新聞・通信・放送各社間で話し合い，代表取材とする．
3.撮影機材
撮影機材は， 1人で操作できる携帯用小型のスチールカメラ 1台，予備用のスチールカメラ
1台及びビデオカメラ 1台とし，照明機材・録音機材・中継機材は使用しない．
4.撮影要員
(1) 入廷できる撮影要員は，スチールカメラにつき 1人，ビデオカメラにつき 1人とする．
(24)日本新聞協会研究所編『新・法と新聞』 62頁（日本新聞協会． 1990)．別所・前掲注 (4)74頁では，
最高裁事務総長だけでなく．東京地裁所長およぴ全国各地の裁判所にも同様の自主基準を示して規制
緩和を要望した．としている． 1980年代初めまでの日本新聞協会の取り組みについては．林利隆「法
廷カメラ取材の問題点と編集委員会の取り組み」 1982年8月号14頁に詳しい．
(25)日本新聞協会研究所編・前掲注 (24)62頁．
(26)日本新聞協会『取材と報道2002』150頁（日本新聞協会． 2002).
(27)日本新聞協会・前掲注 (26)147頁．
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(2) スチールカメラにつき 1人，ビデオカメラにつき 1人の撮影補助要員の入廷を認める．
5.撮影時期・時間
撮影は，裁判官の入廷開始時からとし，裁判官全員の着席後開廷宣告前の間の2分以内とす
る．
6.被告人の在廷
撮影は，刑事事件においては，被告人の在廷しない状態で行う．
7.撮影位置
撮影位置は，傍聴席後部の裁判長（裁判官）が指定する区域内とする．同区域内においては，
撮影位置を移動することができる．
8.撮影対象
撮影対象は，入廷中の裁判官並びに裁判官席及び当事者席とし（傍聴席が付随的に入ること
は可），次に掲げる撮影は許されない．
(1) 特定の人物（裁判官を除く．）の拡張・拡大写真を撮影すること．
(2) 傍聴席にいる特定の者を個別的に撮影対象とすること．
(3) 当事者・傍聴人が宣伝的行為や法廷の秩序を乱す行為に出た場合， これを撮影対象とす
ること．
9.撮影中止
撮影要員は，裁判長（裁判官）又はその命を受けた裁判所職員の中止の指示があったときは，
直ちに撮影を中止し，退廷しなければならない．
10. 条件違反の取材が行われた場合の措置
取材条件又は裁判長（裁判官）の命じた事項に違反する取材が行われたときは，裁判長（裁
判官）の権限に基づく処置，一定期間の取材停止その他必要な措置を執ることがある．
1.付記
法廷内カメラ取材の許否は，各裁判体の決定に係る事柄であり，法廷内カメラ取材（又はビ
デオカメラによる取材）を原則的に認めない裁判体，あるいはこの運用基準を制限的に運用す
る裁判体もあり得る．
以上の運用基準によると，裁判官の入廷開始時から裁判官全員の着席後開廷宣告前の間の2
分間以内，代表取材によってスチールカメラでは 1台に限り許されている．
たとえば， 1988年6月 1日の「自衛官合祀訴訟」最高裁大法廷判決 (28)公判では，運用に沿っ
た写真撮影が行われ，最高裁長官を中心に裁判官が着席した様子を，「判決を言い渡す最高裁大
法廷」という説明入りで新聞に掲載された (29)．しかし，撮影は依然として被告人が入廷する前
(28)最大判昭和63・ 6 ・ 1民集42巻5号277頁．
(29)読売新聞1988年6月1日付夕刊．
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に限られている．このため，通常は，重大な裁判報道は，法廷で被告人らを描いたイラスト画
を記事に添える形で行われている (30)・
2 法廷イラスト画
(1) 法廷イラスト画の変遷
法廷におけるイラスト画が描写・公表されるようになったのは，本稿執筆に当たり確認しえ
た限りでは， 1977年1月27日の田中角栄元首相らを被告人とする「ロッキード事件」初公判で
ある．
たとえば，朝日新聞では， 1月27日付夕刊社会面に掲載された．東京地裁701号法廷を傍聴
席から描いたラフ・スケッチで，「開廷したロッキード事件初公判の全景」という説明が付いて
いる．「左側•前列に五人の被告が並び，その後ろは弁護団席」とも説明されているが，被告人
らの容貌等は小さすぎて判別することができない．イラスト画には，「廷内の写真撮影が禁止さ
れているため，画家が傍聴席に入り，退廷後に描いた実景絵・幹英生氏」との説明が添え
られている (31).
また，読売新聞でも同日付夕刊 l面に掲載された．東京地裁701号法廷を傍聴席から描い
たラフ・スケッチで，被告人らの容貌等は判別できない．イラスト画には，「法廷内の写真撮影
が禁止されているため傍聴した牧野圭ー＝本紙イラスト担当＝がスケッチした」と説明が付さ
れている (32)．翌日付読売新聞朝刊では，田中元首相らの容貌を描いたイラスト画が「法廷の5
被告」という説明付きで掲載された (33).
その後法廷におけるイラスト画の多用が目立つようになったのは， 1996年4月24日，オウ
ム真理教による「地下鉄サリン事件」などの初公判からである．たとえば，朝日新聞では，第
1面に「麻原被告が出廷」という大見出しの下，「初公判に臨み，被告席で検察官の起訴状別表
朗読を聴く麻原彰晃被告＝東京・霞が関の東京地裁104号法廷で絵・大野耕平」というイラス
ト画が掲載されている（34). 読売新聞でも，同様のイラスト画を掲載している (35).
1999年の和歌山カレー毒物混入事件の初公判では，朝日新聞が「笑みを浮かべながら入廷す
る林真須美被告」という説明を付けてイラスト画を掲載している (36)．読売新聞も，被告人を描
いたイラスト画を掲載している (37),
(30)鈴木秀美「法廷における取材」鈴木ほか編『よくわかるメデイア法』 58頁（ミネルヴァ書房， 2011).
(31)朝日新聞1977年1月27日付夕刊．
(32)読売新聞1977年1月27日付夕刊．
(33)読売新聞1977年1月28日付朝刊．
(34)朝日新聞1996年4月24日付夕刊．
(35)読売新聞1996年4月24日付夕刊．
(36)朝日新聞1999年5月13日付夕刊．
(37)読売新聞1999年5月13日付夕刊〔大阪本社発行〕．
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それ以降たとえば， 2000年の新潟女性監禁事件 (3Sl, 2002年の大阪教育大付属池田小児童殺
傷事件 (39)など，社会を震撼させた重大事件の公判廷が開かれた際，イラスト画が描写・公表さ
れた．
近年は，重大事件の裁判報道にあたり，法廷におけるイラスト画は定着したと言える．法廷
画家たちは，傍聴席で被告人の表情などをメモする．新聞を印刷する締切時間の関係などから，
画家が法廷にいられる時間はごくわずかで，記者室などに戻って色を付けて仕上げる． しかし，
傍聴席からは被告人の後姿しか見えないこともあり，入廷する一瞬の「絵」を脳裏に焼き付け，
思い出して描くこともあるという． 1996年のオウム真理教による「地下鉄サリン事件」などの
公判で，読売新聞のスケッチを担当した漫画家は， 4分間の傍聴だけで，夕刊の締切時間の早
い版のために20分間で描き上げる忙しさを体験したとし，「感情を排し，公正中立の視点で見
たままを描くようにした．が，法廷の雰囲気をスケッチできても，短時間の傍聴では，写真や
映像ほど正確で多くの情報を伝えられない」と話した (40).
(2) 和歌山カレー毒物混入事件被告人対写真週刊誌『FOCUS』事件
ここで，刑事事件の被告人を被写体にした法廷写真とイラスト画をめぐる民事訴訟を検討す
ることにする．この訴訟は，肖像権 (41)に関する私人間の不法行為法上の事件であり，本稿で問
題とする裁判所による法廷写真制限措置を論点とするものではないが，その内容を詳しく分析
することによって，制限措置問題を解く糸口になると考えられるからである．
本件民事訴訟は， 1998年7月に和歌山市内で発生したカレーライスヘの毒物混入事件が発端
である．極めて重大な事案として国民の多くの注目を集めていた刑事事件で，殺人罪などによ
り逮捕・勾留され，起訴された被告人Xの法廷における容貌等について，新潮社の発行する写
真週刊誌『FOCUS』が写真およびイラスト画を掲載したことから， Xが肖像権を侵害されたと
して同社などを相手どり，慰謝料の支払等を求める訴えを 2回にわたり提起した．
【第 1事件】『FOCUS』のカメラマンは， 1998年11月25日，和歌山地方裁判所の法廷で， X
の被疑者段階における勾留理由開示手続が行われた際，小型カメラを法廷に隠して持ち込み，
刑事事件の手続における Xの動静を報道する目的で，閉廷直後の時間帯に，裁判所の許可を得
ることなく，かつ， Xに無断で，裁判所職員及び訴訟関係人に気付かれないようにして，傍聴
(38)読売新聞2000年5月24日付朝刊．朝日新聞2000年5月24B付朝刊のイラスト画では，「検察官の冒頭
陳述を表情を変えずに聞く佐藤宜行被告」という説明が付けられている．
(39)読売新聞2001年12月27日付夕刊．朝日新聞2001年12月27日付夕刊〔大阪本社発行）．
(40)読売新聞1996年6月4日付朝刊．
(41)肖像権については，本稿では深く立ち入らない．その意義・問題点などについては，五十嵐清『人格
権法概説』 163頁（有斐閣， 2003)佃克彦『プライバシー権・肖像権の法律実務J193頁（弘文堂，
2006)，大家重夫「肖像権侵害」竹田稔・堀部政男編『新・裁判実務体系9 名誉・プライバシー保護
関係訴訟法』 265頁 (2001)参照．
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席から Xの容貌などを写真撮影した（以下，「本件写真」という）．本件写真は，手錠をされ，
腰縄を付けられた状態のXをとらえている．
新潮社は， 1999年5月19日，『FOCUS』同月26日号に，「法廷を嘲笑う『X』の毒カレー初
公判一この『怪物』を裁けるのか」との表題の下に本件写真を主体とした記事（以下「本件
第1記事」という）を掲載した．本件第 1記事には， Xが手錠をされ，腰縄を付けられた状態
であることを殊更指摘する記載がある．
Xは， 1999年8月11日，新潮社などに対し，本件写真の撮影および本件第 1記事の掲載によ
り肖像権が侵害されたとして，同誌編集長については民法709条に基づき，新潮社については
同法715条に基づき，慰謝料の支払等を求める訴えを提起した．
【第2事件】新潮社は， 1999年8月18日， 『FOCUS』同月25日号に，「『肖像権』で本誌を訴
えた『X』殿ヘ一絵ならどうなる？」との表題の下に，被告人Xの本件刑事事件の法廷内にお
ける容貌等を描いた 3点のイラスト画と文章から成る記事（以下「本件第2記事」という）を
掲載した上記イラスト画（見開き 2頁の本件第2記事の上段に 1点，下段に 2点が描かれて
いる．以下，併せて「本件イラスト画」という）のうち上段のものは， Xが手錠，腰縄により
身体の拘束を受けている状態が描かれたものである．また，下段の2点は， Xが訴訟関係人か
ら資料を見せられている状態が描かれたもの，およびXが手振りを交えて話しているような状
態が描かれたものである．本件第 2記事の文章には，刑事事件の被告人Xが第 1事件の訴えを
提起したことについて， Xを侮辱し，又はその名誉を毀損する表現がある．
Xは， 1999年12月6日，新潮社などに対し，本件第2記事の本件写真週刊誌への掲載は， X
の肖像権を侵害し， Xの名誉を毀損し， Xを侮辱するものであるなどとして，同誌編集長につ
いては民法709条に基づき，新潮社については同法715条に基づき，新潮社代表取締役について
は商法266条ノ 3に基づき，慰謝料の支払等を求める訴えを提起した．
【併合】本件は，第 1事件と第2事件が併合されたものである．
1審の大阪地裁は，本件写真の撮影および本件写真を含む第 1記事の掲載，本件イラスト画
を含む本件第2記事の掲載は不法行為に当たると判断し，第 1記事について220万円，第2記
事について440万円の損害賠償を支払うよう命じた (42).
2審・大阪高裁は，第2事件について損害額を220万円に減額したほかは， l審の判断を基本
的に支持する判決を下した (43)．大阪高裁は，「みだりに自己の容ぽう等を撮影され，これを公表
されない人格的利益は，被撮影者が刑事事件の被疑者や被告人であっても法的に保護され，本
件写真の撮影及び本件第1記事の本件写真週刊誌への掲載は，被上告人の上記法的に保護され
た利益である肖像権を侵害する．ある取材，報道行為が他者の肖像権を侵害する結果となる場
(42)大阪地判平成14・ 2 ・ 19民集59巻9号2445頁．判例タイムズ1109号170頁．本判決に関して，松井茂
記「肖像権侵害と表現の自由（1)(2.完）」民商法雑誌127巻2号155頁， 3号323頁参照．
(43)大阪高判平成14・ 1・ 21民集59巻9号2488頁．
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合であっても．当該取材．報道行為が公共の利害に関する事項にかかわり，専ら公益を図る目
的でされ．当該取材．報道の手段方法がその目的に照らして相当であるという要件を満たすと
きには．その行為の違法性が阻却される」とした．
そして．大阪高裁は．本件写真の撮影．本件第1記事の掲載は．公共の利害に関する事項に
かかわり．専ら公益を図る目的でされたと認められる． としたものの．本件写真の撮影方法は
相当性を欠くなどとして．違法性が阻却されない． と判断した．
肖像権と写真・イラスト画の関係については．大阪高裁は，「個人の容ぽう等を描写する手段
が写真であるかイラスト画であるかは肖像権侵害の有無を決定する本質的問題とはいえず，イ
ラスト画に描かれた容ぽう等がある特定の人物のものであると容易に判断することができると
きには．当該イラスト画は．その個人の肖像権を侵害する」とした．
大阪高裁は．本件イラスト画を含む本件第2記事は．公共の利害に関する事項にかかわるも
のではあるが，これを全体として見た場合． Xが第1事件の訴えを提起した事実をやゆする意
図に出たものであって．専ら公益を図る目的でされたとは認められず．本件イラスト画による
肖像権侵害の違法性が阻却されるものではない．と判示した．本件イラスト画はXの肖像権を
侵害するものであり．本件第2記事の文章は， Xを侮辱し．又はその名誉を毀損するものであ
るから，上告人らは， Xに対し．本件イラスト画を含む本件第2記事の本件写真週刊誌への掲
載につき損害賠償責任を負う， と結論づけた．
これに対し，新潮社側が上告受理の申立てをした．
最高裁判所は．第 1事件については上告を棄却したが．第2事件については．新潮社側の敗
訴部分について原判決を破棄し．事件を原審に差し戻した (44).
最高裁は．まず，京都府学連事件最高裁判決 (45)を引用し．「人は．みだりに自己の容ぽう等
を撮影されないということについて法律上保護されるべき人格的利益を有する」とする．そし
て，人の容ぼう等の撮影が正当な取材行為等として許されるべき場合もあるとして．「ある者の
容ぼう等をその承諾なく撮影することが不法行為法上違法となるかどうかは．被撮影者の社会
的地位．撮影された被撮影者の活動内容．撮影の場所．撮影の目的．撮影の態様．撮影の必要
性等を総合考慮して．被撮影者の上記人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるもの
といえるかどうかを判断して決すべきである」との基準を示した．つまり． 肖像に関する人格
的利益が不法行為法上．保護に値する利益であると明言した上で．違法性の成否は比較衡量の
判断枠組みを採ることを示し．被撮影者の人格的利益の侵害が社会生活上「受忍の限度」を超
えるかどうかで決定すると述べた．
続いて．「人は．自己の容ぽう等を撮影された写真をみだりに公表されない人格的利益も有す
(44)最ー小判平成17・11・10民集59巻9号2428頁．判例タイムズ1203号74頁．本判決についは．右崎正
博「法廷内写真の撮影・公表と報道・取材の自由」獨協法学60号27頁参照．「判批」として，藤田憲
ー・メデイア判例百選106頁 (2005).
(45)最大判昭和44・ 12・ 24刑集23巻12号1625頁．
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ると解するのが相当であり，人の容ぽう等の撮影が違法と評価される場合には，その容ぽう等
が撮影された写真を公表する行為は，被撮影者の上記人格的利益を侵害するものとして，違法
性を有するものというべきである」と述べた．
これを本件についてみると， x（以下，判決文中では「被上告人」という）は，「本件写真の
撮影当時社会の耳目を集めた本件刑事事件の被疑者として拘束中の者であり，本件写真は，
本件刑事事件の手続での被上告人の動静を報道する目的で撮影されたものである． しかしなが
ら，本件写真週刊誌のカメラマンは，刑訴規則215条所定の裁判所の許可を受けることなく，小
型カメラを法廷に持ち込み，被上告人の動静を隠し撮りしたというのであり，その撮影の態様
は相当なものとはいえないまた，被上告人は，手錠をされ，腰縄を付けられた状態の容ぽう
等を撮影されたものであり，このような被上告人の様子をあえて撮影することの必要性も認め
難い．本件写真が撮影された法廷は傍聴人に公開された場所であったとはいえ，被上告人は，
被疑者として出頭し在廷していたのであり，写真撮影が予想される状況の下に任意に公衆の前
に姿を現したものではない．以上の事情を総合考慮すると，本件写真の撮影行為は，社会生活
上受忍すべき限度を超えて，被上告人の人格的利益を侵害するものであり，不法行為法上違法
であるとの評価を免れない．そして， このように違法に撮影された本件写真を，本件第1記事
に組み込み，本件写真週刊誌に掲載して公表する行為も，被上告人の人格的利益を侵害するも
のとして，違法性を有するものというべきである」と判断した．
次に，最高裁は，イラスト画について論及する (46), 「人は，自己の容ぼう等を描写したイラス
ト画についても，これをみだりに公表されない人格的利益を有すると解するのが相当である．
しかしながら，人の容ぽう等を撮影した写真は，カメラのレンズがとらえた被撮影者の容ぽう
等を化学的方法等により再現したものであり，それが公表された場合は，被撮影者の容ぼう等
をありのままに示したものであることを前提とした受け取り方をされるものである．これに対
し，人の容ぽう等を描写したイラスト画は，その描写に作者の主観や技術が反映するものであ
り，それが公表された場合も，作者の主観や技術を反映したものであることを前提とした受け
取り方をされるものである． したがって，人の容ぼう等を描写したイラスト画を公表する行為
が社会生活上受忍の限度を超えて不法行為法上違法と評価されるか否かの判断に当たっては，
写真とは異なるイラスト画の上記特質が参酌されなければならない」とした．
最高裁は，これを本件にあてはめ，「本件イラスト画のうち下段のイラスト画2点は，法廷に
おいて，被上告人が訴訟関係人から資料を見せられている状態及び手振りを交えて話している
ような状態が描かれたものである．現在の我が国において，一般に，法廷内における被告人の
動静を報道するためにその容ぽう等をイラスト画により描写し，これを新聞雑誌等に掲載す
ることは社会的に是認された行為であると解するのが相当であり，上記のような表現内容のイ
(46)漫画による肖像権侵害を否定した先例として．東京地判平成14• 5 • 28民集58巻5号1648頁がある．
この判決では，肖像権侵害は写真の撮影など個人の容貌等をありのままに記録する場合に限られ，作
者の技術により主観的に描く似顔絵については肖像権侵害にあたらない． とした．
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ラスト画を公表する行為は，社会生活上受忍すべき限度を超えて被上告人の人格的利益を侵害
するものとはいえないというべきである． したがって，上記イラスト画2点を本件第2記事に
組み込み，本件写真週刊誌に掲載して公表した行為については，不法行為法上違法であると評
価することはできない． しかしながら，本件イラスト画のうち上段のものは，前記のとおり，
被上告人が手錠，腰縄により身体の拘束を受けている状態が描かれたものであり，そのような
表現内容のイラスト画を公表する行為は，被上告人を侮辱し，被上告人の名誉感情を侵害する
ものというべきであり，同イラスト画を本件第2記事に組み込み，本件写真週刊誌に掲載して
公表した行為は，社会生活上受忍すべき限度を超えて，被上告人の人格的利益を侵害するもの
であり，不法行為法上違法と評価すべきである．これと異なり，下段のイラスト画2点を公表
したことをも違法であるとして，これを前提に上告人らの損害賠償責任を認めた原審の前記判
断には，判決に影響を及ぽすことが明らかな法令の違反がある．論旨は，この趣旨をいうもの
として理由がある」としたのである．
元最高裁調査官の太田晃詳氏は，写真とイラスト画には肖像の保護に差異を認めるのが相当
ではないかと思われる，としている (47)．写真は被写体の有り様をあるがままに示すものと受け
とめられている一方，イラスト画はその描写に作者の主観や技術を反映するものと受けとめら
れている特質の違いがあるというのである．本判決では，問題となった 3点のイラスト画のう
ち，手錠・腰縄により身体拘束を受けている状態を描いた 1点については，従来，被告人の名
誉感情等に配慮して，こうした描写がされていなかったことに鑑み，被撮影者の人格的利益の
侵害が社会生活上「受忍の限度」を超えると判断され，他方，残りの2点については，法廷内
における被告人の動静を報道するためのイラスト画として社会的に是認できるもので，その公
表は違法ではないと判断された， と分析している．
学説では，本判決において最高裁判所が，一般に法廷イラスト画を「社会的に是認された行
為」であると位置づけ，イラスト画2点の違法性を否定したことについて，「現在のイラスト画
による裁判報道の実態を尊重し，常識にも合致する妥当な捉え方だといえる」と評価しつつも，
手錠・腰縄を付けたXを描いたイラスト画 1点が受忍限度を超えて違法となるとの判断を示し
たことについて，「法廷報道への厳しい制約となり，メデイアヘの委縮効果が懸念される」と
し，「憲法の国民主権の規定や21条から導かれる公衆の知る権利，および82条の裁判の公開の
規定を重視するならば，法廷報道に対する規制は，必要最小限にとどめるべきである」との見
解（48)が注目される．
(47)太田晃詳「判解」ジュリスト 1323号173頁．詳細は，最高裁判例解説民事編平成17年度（下） 773頁
参照．
(48)藤田・前掲注 (44)106頁．
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＿ 法廷写真撮影を制限する根拠とその問題点
1 写真撮影制限の根拠
(1) 関係しうる法令
裁判所がカメラを禁止している法的な論拠は何だろうか．
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まず，関係しうる法令をみると，裁判所法第71条では第 1項で「法廷における秩序の維持
は，裁判長又は開廷をした一人の裁判官がこれを行う」と定め，第2項で「裁判長又は開廷を
した一人の裁判官は，法廷における裁判所の職務の執行を妨げ，又は不当な行状をする者に対
し，退廷を命じ，その他法廷における秩序を維持するのに必要な事項を命じ，又は処置を執る
ことができる」と規定している．
また，刑事訴訟規則第215条は，特別の定のある場合を除き，公判廷における写真の撮影な
どは，裁判所の許可を得なければ，これをすることができない， と定める．
さらに，法廷でのカメラ取材を処罰する点については，「法廷等の秩序維持に関する法律」に
定めがある．同法第2条1項は，裁判所が法廷などで，「秩序を維持するため裁判所が命じた事
項を行わず若しくは執つた措置に従わず，又は暴言，暴行，けん騒その他不穏当な言動で裁判
所の職務の執行を妨害し若しくは裁判の威信を著しく害した」場合，過料などに処すことを定
めている．
(2) 裁判所の考え方と学説における検討
学説では，法廷における写真撮影等の方法による取材活動を制限する理由として最も強調さ
れるのは，▽審理中の法廷で写真撮影等がなされると，被告人，証人等の訴訟関係人に心理的
圧迫を与える，▽訴訟関係人の供述や証言，発言に動揺をきたして真実の発見を困難にする，
▽法廷の秩序維持に影響を及ぽし，裁判官に不必要な負担を負わせ，公正な裁判の実現を阻害
する一ということである，との理解がある (49).
裁判官の論稿でも，法廷における写真撮影を禁止・制限する根拠として最も強調されている
点は，審理中の法廷で写真撮影が行われることによって，裁判の真実発見がゆがめられる恐れ
があり，法廷の秩序が乱れ，公正な裁判の実現のうえで好ましくないということである，と示
されている (50)．別の裁判官の論稿では，法廷における写真撮影制限の根拠として，「法廷の秩序
の維持，審理への悪影響の排除およぴ被告人等の訴訟関係人の人権の擁護の三点が考えられる」
と指摘している (51).
法廷での写真撮影が認められない理由について，最高裁広報課は，「撮影されると，被告人や
(49)右崎・前掲注 (44)35頁
(50)泉山禎治「法廷における写真撮影」法律時報43巻3号71頁 (1971).
(51)原田國男「法廷の写真撮影」熊谷弘ほか編『公判法体系 公判・裁判 (1)』356頁（日本評論社． 1975).
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証人に過度の心理的な圧迫が加わり，公正な審理が妨げられる恐れがあるから」と説明してい
る (52).
また，法廷写真ではなく，法廷イラスト画に関する事例であるが， 1999年8月．和歌山カレ
一毒物混入事件にからみ詐欺罪に問われた被告人の夫の公判で，開廷に先立って弁護人が，法
廷内で報道関係のイラストレーターの出入りが激しく，審理に集中できない， と述べたのに対
し．裁判長は．「裁判所としては．審理の進行を妨げる行動や出入りがあれば具体的に禁止せ
ざるをえない」と傍聴者に注意を促した (53)．このことは，裁判所が公正な審理を重視している表
れとみることができる．
他方．最高裁は民事判決において．法廷での写真撮影が認められない理由について．異なる
根拠を示したことがある先ほど詳細にみた和歌山カレー毒物混入事件被告人対写真週刊誌
『FOCUS』事件判決では，「社会生活上受忍すべき限度」を超えているかどうかで写真撮影の是
非を判断しているように解される．すなわち．本件写真は．刑事事件の手続での被告人の動静
を報道する目的で撮影されたものであるとしながらも．①カメラマンは，裁判所の許可を受け
ずに小型カメラを法廷に持ち込み．隠し撮りした，②被告人が手錠・腰縄を付けられた状態を
あえて撮影することの必要性も認め難い．③被告人は．被疑者として出頭し在廷していたので
あり，写真撮影が予想される状況の下に任意に公衆の前に姿を現したものではない一ことな
どを総合考慮すると．「本件写真の撮影行為は．社会生活上受忍すべき限度を超えて，被上告人
の人格的利益を侵害するものであり．不法行為法上違法であるとの評価を免れない」としたの
である．
このうち，①の「隠し撮り」については．かりに裁判所に申請していたとしても不許可だっ
たと思われ．法廷での写真撮影が認められない理由にはなりえない．②の手錠・腰縄姿につい
ては．現在の報道では．被疑者段階でも．こうした状態を撮影した写真を公表することは通常．
避けられており，法廷写真を制限する根拠とはならない． とすれば．③の被告人が「写真撮影
が予想される状況の下に任意に公衆の前に姿を現したものではない」ことが，法廷写真を制限
する根拠になりうるように思われる最高裁としては，「社会生活上受忍すべき限度」を超えて
いるかどうかを判断するうえで，被告人が予想していない写真撮影がなされることを重視して
いる， とみることができる．つまり，被告人の利益につながる「被告人の予想」を璽くみると
すれば，被告人の写真撮影が許可されない現行の裁判報道を前提とする限り，撮影自体が違法
となり，これを制限することが正当化されうることになるのである．
(3) 言論界の議論
これに対し，言論界においても，裁判所が法廷写真を制限する根拠について，議論が展開さ
(52)読売新聞1996年6月4日付朝刊．
(53)読売新聞1999年8月26日付夕刊〔大阪本社発行〕．
法廷写真とイラスト画 107 
れている．
たとえば，学者，弁護士，新聞記者らからなる日本新聞協会新聞編集関係法制研究会は，
1970年代初めまでに明らかにされた論拠として，①法廷の秩序維持と公正な裁判の確保，②被
告人の人権の擁護，③裁判所の庁舎管理権＿の 3つを挙げる (54).
このうち，①法廷の秩序維持と公正な裁判の確保について，裁判所は，法廷にカメラが入る
と，被告人や証人に大きな心理的影響を与え，供述や証言に微妙な動揺が現れ，裁判の唯一の
使命である真実の発見を著しく困難にするという．また，法廷の秩序が乱れ，延いては公正な
裁判の達成の上に好ましくない影響を与える， と説明する．
②被告人の人権の擁護については，被告人の人権も無罪推定の法理に従い，常人と変わらず
保護されなければならず，被告人席におけるみじめな姿をカメラの前にさらすことはどの被告
人も嫌っているから裁判所はその名誉を守らなければならない義務がある， とする．刑事訴訟
規則215条はそのためにあるという．
さらに，③裁判所の庁舎管理権は，裁判官の不許可の裁定を侵犯しようとするカメラマンに
対しては，法廷外においても庁舎管理規程で裁判所長の権限に基づき構内から閉めだしている
のだという．
また，通信社写真部長の論稿でも同様に，一般に裁判所が写真撮影を許可制にしている論拠
として，①法廷の秩序維持と公正な審理の確保，②被告人の人権擁護の2点を挙げる (55).
2 写真撮影制限の問題点
(1) 取材の自由
報道は，事実を知らせるものであり，特定の思想を表明するものではないが，報道の自由も
表現の自由の保障に含まれる (56)．最高裁も，博多駅事件決定で，「報道機関の報道は，民主主義
社会において，国民が国政に関与するにつき，重要な判断の資料を提供し，国民の『知る権利』
に奉仕する」と指摘している (57).
しかし，報道の自由に，取材の自由が含まれるかについては，意見が分かれ，判例の立場も
明確ではない (58)．最高裁は，博多駅事件決定で，「報道のための取材の自由も，憲法ニ一条の精
神に照らし，十分尊重に値いする」と述べるにとどまり，取材の自由が表現の自由に「含まれ
る」とまでは言っていない (59)．この立場は取材の自由に関するその後の判例に一貰して受け継
(54) 日本新聞協会新聞編集関係法制研究会・前掲注 (5)87頁．
(55)別所・前掲注 (4)73頁．
(56)芦部信喜『憲法〔第5版〕』 176頁（岩波書店． 2011).
(57)最大決昭和44・11・26刑集23巻11号1490頁．
(58)芦部・前掲注 (56)177頁．
(59)最大決昭和44・11・26刑集23巻11号1490頁．松井茂記『H本国憲法〔第3版〕』 479頁（有斐閣． 2007)
では．「最高裁判所は……どうやら取材の自由には表現の自由の低い保障しか認めない意図のようであ
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がれている (60).
この点学説では．より積極的に取材の自由も報道の自由の一環として憲法21条によって
保障されている， という見解が有力である．報道は，取材・編集•発表という一連の行為によ
って成立するものであり，取材が報道の不可欠の前提をなすものだからである (61).
また，法廷が公開されるべきである以上，いかなる方法での情報収集も原則として自由であ
り，その不当な制約は21条に反する， という見解もある (62).
(2) 裁判の公開原則
もっとも，取材の自由について憲法21条をこのように解したとしても，公正な裁判の実現の
ために取材の自由が一定の制約を受けることは否定できない．
憲法82条は，「裁判の対審及び判決は，公開法廷でこれを行ふ」と定めている．ここで「対
審」とは，裁判官の面前で当事者が口頭でそれぞれの主張を述べることを言い，刑事訴訟では
公判手続がこれに当たるまた，「公開」とは，まず傍聴の自由を認めることを意味する (63)．さ
らに，裁判の公開は，裁判についての報道の自由を含むものとも解されている．報道による裁
判の公開も，今日では，裁判の公開原則を実現させるための重要な方法だからである (64).
他方，裁判長が法廷の秩序を維持するため必要があると認めたとき，一定の制約を加えるこ
となどは公開原則に反しない，と考えられている (65)．傍聴の自由は，報道の自由を含むが，刑
事訴訟規則215条によって写真撮影などは裁判所の許可を得なければ行うことはできないこと
になっている．これについて，判例は，法廷の秩序維持と被告人等の利益保護のために必要で
あると解し，合憲としている（北海タイムス事件最高裁判決） (661_ 
学説でも，撮影禁止「合憲」の結論について，積極説がある．たとえば，有罪の確定した者
でさえ， さらし者にしないというのが人権であり，いわんや無罪の推定を受けている被告人に
おいてをやであるとし，写真撮影やテレビ中継をしなくても裁判報道は十分に可能であること
から，公判廷における規制には合理性があり，最高裁判所の決定は妥当である， と評価する見
解がある (67). この見解は，公判廷における写真などの制限は憲法82条の裁判公開の原則からも
論じられうるが，裁判公開の原則は中枇の密室裁判の弊害を防止するための制度であるから，
る」と指摘している．
(60)芦部・前掲注 (56)177頁．
(61)芦部・前掲注 (56)178頁．
(62) 松井•前掲注 (59) 483頁．
(63)芦部・前掲注 (56)343頁．
(64)浦部法穂「裁判の公開」樋口陽一ほか編『注釈日本国憲法下巻』 1291頁（青林書院， 1988).
(65)芦部・前掲注 (56)343頁．
(66)最大決昭和33・2・17刑集12巻2号253頁．判決の詳細は本稿第二章（4)参照．
(67)伊志嶺・前掲注 (21)155頁．
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国民が裁判を傍聴できる限り．裁判公開の原則が認められることになり，それは必ずしも公判
廷における写真撮影を当然に認めるべきということにはつながらないであろう， と主張してい
る．
また．そもそも報道の自由とは取材された事実を報道する自由を意味し．当然に取材の自由
を含むとみるべきではないとする立場から．憲法で公開を要求されている会議でその公開性を
制限をすることは公開を定めた憲法の規定 (82条など）に違反する可能性はあろうが．公開の
法廷でどの範囲で写真撮影を許すかというような問題は報道の自由の問題ではなく，裁判所の
許可がなければ法廷における写真撮影をすることができないと定めた刑事訴訟規則215条も表
現の自由に対する制限とみるべきではない， とする見解がある (68),
これに対し，撮影禁止「違憲」説もある．たとえば，写真撮影や録音・放送が，審理の妨げ
となったりあるいは裁判官の判断や心証形成に影響を及ぽし．また．当事者や証人の言動を
委縮させるなど．裁判の公正を害したりさらには，訴訟関係人の人権を侵害することとなる
可能性は十分に考えられるから．刑事訴訟規則が写真撮影などにつき裁判所の許可にかからし
めていることには合理性がないわけではなく．これを直ちに憲法21条および82条に違反するも
のとみることはできない， としながらも，写真撮影などを禁止しうるのは，あくまでも右の弊
害が発生する具体的な危険がある場合に限られるべきである．とする見解がある (69)．この見解
は，実際の運用上，写真撮影は開廷前の定められた短時間に限ってのみ認められるなど，右弊
害発生の危険の有無に関わらない一律的な禁止となっていることから．このような運用は憲法
21条および82条に違反する．と主張している．
また，法廷における写真撮影について．抽象的な審理への影響の恐れなどから一律に禁止す
べきではなく．裁判公開の原則．報道の自由を一方の軸とし．審理への影響．被告人の肖像権
の保護を他方の軸として，その間に調和を求めることによって，真の意味の裁判の威信を保持
するという観点から，その許諾を判断するべきである， という見解もある (70).
日本新聞協会は．法廷内の写真撮影について，公正な審理の確保，被告人の人権保護，法廷
の秩序維持などの観点から一定の制約は免れないが，「原則としては開廷中の撮影も認められる
べきである」と主張している．アメリカの多数の外lでは．，J1裁判所の審理についてテレビ取材
も許可されており．審理の支障になるという批判的意見は少ないと言われる． と補強的な理由
づけをしたうえで． 日本で法廷内の写真取材の解禁が手間取った背景には，戦後の一時期にお
ける取材マナーの不足が裁判所に根強いマスコミ不信を植えつけたことがある， と分析してい
(68)宮沢俊義『憲法1I〔新版〕』 363頁（有斐閣． 1971).
(69)浦部・前掲注 (64)1292頁．右崎・前掲注（3)28頁では．刑事訴訟規則215条は．法廷の秩序維持に
支障がなく．審理への影響や被告人その他の訴訟関係者の権利保護への影響がほとんどない場合には．
裁判所はこれを許可しなければならないと解し，これを全くの自由裁盤と解さない限りで違憲の疑い
を免れ得るように思われる．と主張している．
(70)泉山・前掲注 (50)74頁．
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る．結論としては，「報道機関と裁判所の協力により，よりよい取材慣行が確立することが期待
される」としている (71)．
(3) 諸外国の状況
ここで．法廷のカメラ取材について，諸外国の状況を簡単にみておく．欧州では，以下のよ
うに日本よりも厳しい規制を敷いているとされる (72). たとえばイギリスは． 1925年以来，
「刑事裁判法41条」で．法廷内だけでなく．裁判所周辺での写真撮影やスケッチを全面的に禁
止し．違反すると罰金が待ち受けている．また．フランスでは，裁判長の裁量を超える段階で
写真撮影を禁じているため，新聞はスケッチを掲載することで対応している．さらに，アメリ
カでは， 1977年にフロリダ州の最高裁判所が1年間のテスト期間を設けて法廷の写真，テレビ
取材を許可したところ，問題がなく，その後，実施基準に基づいた取材が続いている．この実
績は．全米各州に大きな影響を与え， 1984年時点で40の州裁判所が何らかの形で写真，テレビ
の撮影と音声の取材を認めている (73).
法廷カメラ取材は，アメリカの州で認める傾向が強いとされる (74)．すなわち， 1984年時点に
おいて， 40を超える州で法廷へのカメラ持込みが認められていると言われ，これに関連するア
メリカ連邦最高裁判決として， Chandlerv. Florida (75)が参照される必要があると考えられている
という．アメリカにおけるカメラ取材を承認する傾向の原因は，①統治過程そのものを広く公
開する傾向が司法過程・裁判過程にも及んできていると把握することができる，②裁判所の果
たす社会的役割が極めて重要になってきている，③公正な裁判を侵害しないような写真撮影技
術が進歩している， と考えられているというのである．
四 被告人の容貌等を撮影できるか
1 学説
(1) 消極説
法廷内の写真・ビデオ撮影について現在．制限的ではあるが開廷時には認められていること
から．今後の焦点は．開廷後に被告人の容貌等を撮影することができるかどうかである．開廷
(71)日本新聞協会研究所編・前掲注 (24)63頁．
(72)別所・前掲注 (4)75頁．
(73)アメリカにおける法廷写真については，町野朔「裁判とマスコミ」ジュリスト増刊総合特集『現代の
マスコミ』 106頁 (1976)，石村善治編『新版現代マスコミ法入門』 65頁〔松井修視執筆〕（法律文化
社， 1998)など参照
(74)堀部政男「アメリカの法廷写真取材とチャンドラー判決」新聞研究1982年8月号19頁，堀部・前掲注
(3) 15頁本判決の全文は．新聞研究1982年8月号24頁〔堀部政男，鎌田猛訳〕．
(75) 449 U.S. 560 (1981). 
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後被告人の容貌等の撮影を禁止することが，公開の法廷における自由な情報収集を「不当」
に制約するかが問題となる．
この点，学説には，たとえば，写真撮影は法廷の秩序を乱す可能性があることなどを理由と
して，開廷中の写真撮影を禁止することも「不当」と言えない， とする見解がある (76).
また，先ほど見たように，無罪の推定を受けている被告人をさらし者にしないというのが人
権であり，写真撮影などをしなくても裁判報道は十分に可能であることから，裁判所による公
判廷における規制には合理性がある， とする見解もある (77).
さらに，事件を報道するに当たり，公判廷に出頭させられた姿を撮影・掲載することは，相
当性が否定されるべきという見解もある (78)．この論者は，公判前後であっても，開廷中でも，法
廷でみだりにその姿を撮影・公表されることが許されるならば，被告人らは，ただでさえ刑事
手続上の防御で精一杯であるにもかかわらず，さらに心理的負担や不安に脅かされ，ひいては
被告人らの防御に支障を来すことになる， と主張している．
実務家の論稿では，被告人は意に反して写真を撮影されない権利をもっており，意に反して
写真撮影が許されるのは「肖像権・人格権に優越するだけの公共的利益がある場合に限られ」，
公正な裁判の実現のため，法廷における写真撮影を禁じることは表現の自由を侵害するもので
はないなどとする立場は，大方の支持を受けて実務においても定着していると評してよい， と
主張するものがある (79).
別の実務家は，報道に占める写真の役割が重要性を増していることは否定できないとしなが
らも，裁判は，そこで何が論ぜられ，その経過がどうなのかが重要なのであり，裁判の様子を
新聞に掲載することは他の場合に比べて重要性に自ずから軽重があるのではないかと思われ，
こうした認識に立てば，裁判官が写真撮影の制限に傾くのも十分理解できる， としている (80).
(2) 積極説
これに対し，法廷における被告人の撮影について積極的に捉える学説がある．たとえば，被
告人の撮影については，本人の意思，あるいは公的人物かどうかの配慮もなく，プライバシー
など被告人の権利保護の観点からまった＜禁止されたままであり，この現状を導いた最高裁に
よる「法廷内カメラ取材の標準的な運用基準」は，開廷後の法廷取材を当然のごとく否定して
いるが，憲法上そのようなことが認められるのであろうか， と疑問を呈した上で，違憲の疑い
の強い刑事訴訟規則215条でさえ但書で許可を得る必要のない場合があることを想定している
(76) 松井•前掲注 (59) 483頁
(77) 伊志嶺•前掲注 (21) 155頁．
(78)佃・前掲注 (41)262頁．
(79)香城敏麿「傍聴人の地位」熊谷弘ほか編『公判法体系 公判・裁判 (1)』341頁（日本評論社， 1975).
(80)原田・前掲注 (51)359頁
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のは憲法82条の裁判の公開の 2項の規定の存在によるものであることを考えると，「裁判の公
開原則と真っ向から対立するものといえる」とし，「カメラ取材を原則自由」として「その制
限・禁止は，……被告人及びその他の訴訟関係者へのカメラ取材のインパクト・人権侵害の可
能性を十分考えた上で，飽くまでも合理的な根拠に基づいて行われるべきである」という見解 (81)
が注目される．
また， 日本では刑事訴訟規則215条によって法廷内取材が「原則禁止，例外許可」となって
いるが，憲法82条は，公正な裁判の実現のみならず，公正な裁判手続を国民の監視下に置くこ
とを保障するものであるため，法廷内取材は憲法に抵触せず，裁判に対する国民の知る権利や
アクセス権を実現する重要な手段であることから，一部の国にみられる法廷内取材の規制緩和
の動向も参考にしながら，法廷内取材を原則的に認めつつ，公正な裁判の実現に支障をきたす
取材活動を禁ずる「原則自由，例外禁止」の実現可能性を探る必要がある， との見解 (82) もあ
る (83).
さらに， 1952年の最高裁事務総長通達では，法廷における写真撮影は「裁判所において相当
と認め，かつ被告人に異議がない場合」に許可するとしていることについて，被告人に異議が
あるときは，いかなる場合，いなかる方法でも法廷における写真撮影が許されないというわけ
ではなく，被告人の肖像権を保護するのは無罪の推定をもつ被告人に「必要以上の苦痛を与え
てはならない」ことを理由とするから，そのような懸念のない場合あるいは方法であれば，法
廷における写真撮影は許されることがある， という見解がある (84).
2 検討
(1) 最高裁判例の枠組み
ここで，改めて，和歌山カレー毒物混入事件被告人対写真週刊誌『FOCUS』事件（以下「本
件民事訴訟」という）の最高裁判決を検討したい．この判決は，法廷における被告人の容貌等
を描写・公表されることによる人格的利益の侵害について，「社会生活上受忍すべき限度」を超
えるかどうかで，その違法性の成否を判断するという枠組みを示したものである．すなわち，
(81)松井・前掲注 (73)74頁
(82)韓永學「新聞と『知る権利』」浜田純一ほか編『新訂新聞学』 355頁（日本評論社， 2009).
(83)泉山・前掲注 (50)71頁では，刑事訴訟規則215条について，法廷の管理・秩序維持などに支障のな
い限り，裁判所は写真撮影を許可しなければならないのであって，これを全くの自由裁量とすること
は表現の自由との関係から許されない， と主張している．
(84)泉山・前掲注 (50)73頁．また，主としてテレビ取材についてであるが．鈴木秀美・前掲注 (30)59 
頁では，アメリカでは刑事裁判のテレビ中継が行われている州があり， ドイツでは開廷前・休廷中・
閉廷後の法廷テレビ取材が原則として認められ（開廷中は法律で禁止され．刑事事件では被告人を匿
名化する画像処理の条件が付けられることもある），法廷警察権に基づき裁判長がテレビ取材を制限す
るには理由づけが必要とされていることを挙げ， 日本では法廷の被告人の姿がテレビで放送されるこ
とはないが「重大な刑事事件の場合には取材・報道の自由に意義に照らして，開廷宣告前について
は被告人の撮影を許可すべき場合もあるのではないかと考えられる」と主張している．
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たとえイラスト画によって法廷における被告人の容貌等が公表されたとしても，この行為が「社
会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあれば人格的利益を侵害するものとはいえない， とい
う基準を示している．そうであるとすれば，法廷写真についても，「社会生活上受忍すべき限
度」の範囲内にある場合，人格的利益を侵害するものではないと言いうるのではないか．
(2) 最高裁判例への部分的批判
本件民事訴訟の最高裁判決を詳細にみていく前に，その部分的な問題点を指摘しておきたい．
本件最高裁判決では，法廷イラスト画について，「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあ
るかどうかを検討する際，その考慮要素の一つとして，法廷イラスト画が「社会的に是認され
た行為」であるかどうかを検討しているすなわち，一般に，法廷内における被告人の動静を
報道するためにその容貌等をイラスト画により描写し，これを新聞雑誌等に掲載することは
「社会的に是認された行為」であると解するのが相当であり，法廷において被告人が訴訟関係人
から資料を見せられている状態などが描かれたイラスト画を公表する行為は，「社会生活上受忍
すべき限度」を超えて被告人の人格的利益を侵害するものとはいえない， と判示している．被
告人が身体拘束を受けていない状態であることという条件付きながら，被告人のイラスト画を
最高裁は「社会的に是認された行為」と認めているのである．
これは，法廷写真が裁判所によって禁止されている結果，報道各社がイラスト画に頼らざる
をえず，イラスト画については裁判所によって禁止されていない「現状」を最高裁として認め
たものだと解することができる．換言すれば，身体拘束を受けていない通常の被告人の容貌等
を描いた法廷イラスト画の掲載については，「社会生活上受忍すべき限度」を超えて被告人の人
格的利益を侵害するものとはいえない， として最高裁が容認した， と言いうるのである．
しかしながら， この点に関する最高裁の論理は，にわかに首肯しがたい． というのも，イラ
スト画に関する「現状」は，法廷写真を禁止し，イラスト画は禁止しないという裁判所の措置
の結果生じたものである．イラスト画が新聞などに掲載し続けられているという「既成事実」
は，裁判所が作ったと言える．にもかかわらず，その「既成事実」を前提に，イラスト画の描
写掲載は「社会的に是認された行為」であるとしている．つまり，裁判所が作った「既成事
実」は，「社会的に是認された行為」である，としているのである．逆に言うと，裁判所が「既
成事実」を作りさえすれば，それが「社会的に是認された行為」となりうる．そうであるなら
ば， 仮に，裁判所が，身体拘束を受けていない被告人の容貌等を描いた法廷写真を禁止せず，
こうした法廷写真が新聞などに掲載され続けた場合，それが「既成事実」となり，結果として
法廷写真の撮影，掲載は「社会的に是認された行為」となる最高裁のいう「社会的に是認さ
れた行為」とは，実質的に「裁判所に是認された行為」と等しいことになるのである．
(3) 裁判所による法廷写真の制限
ア） イラスト画についての考察から一歩進んで．本稿で問題としている被告人の容貌等を撮
114 関西大学総合情報学部紀要「情報研究」第36号 2012年2月
影する法廷写真の裁判所による制限について検討していくことにする．
たしかに，最高裁が述べるように，写真とイラスト画を比較すると，写真は被写体の有り様
をあるがままに示すものと受けとめられている一方，イラスト画はその描写に作者の主観や技
術を反映するものと受けとめられている， という特質の違いがあることは否定できない．
しかしながら，イラスト画が作者の主観や技術を反映するものであるとしても，被告人にと
って「社会生活上受忍すべき」程度の不利益を検討するうえで，法廷写真とどこまで異なるの
か判然としないと言いうる．法廷内における被告人の動静を報道するために，その容貌等を公
表する方法の点において，写真とイラスト画により被告人の不利益が大きく異なるとは考えら
れないのである．
最高裁が判示するように通常の法廷の様子を描いたイラスト画について，「社会的に是認さ
れた行為」と解するのが相当であるから，「社会生活上受忍すべき限度」を超えておらず，被告
人の人格的利益を侵害するものではないと言えるのであれば，法廷写真についても，法廷イラ
スト画と同様に「社会的に是認された行為」と解するのが相当であり，「社会生活上受忍すべき
限度」を超えていない，と言いうるのではなかろうか法廷写真も，法廷イラスト画と同様に，
法廷内における被告人の動静を報道するために，その容貌等を公表するものであり，「国民の正
当な関心事」の対象と言うことができるからである．
被告人について，無罪推定の原則が尊重されるべきことは当然ではあるが，その法廷内にお
ける動静について．「国民の正当な関心事」との調整も図られなければならない．たとえば，無
罪が推定されたとしても，重要事件で指名手配された被疑者の顔写真が，警察やメデイアなど
を通じて広く社会に広まることは，「国民の正当な関心事」の対象として「社会的に是認された
行為」と解するのが相当であり，被疑者にとって「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあ
ると思われる．
起訴前の被疑者の容貌等を撮影した写真が「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあるの
であれば，法廷における被告人の写真についても「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあ
ると解することができる．にもかかわらず，法廷における被告人の写真は「社会生活上受忍す
べき限度」の範囲内にないとして最高裁が認めないことは「不当」と思われるのである．
イ） もちろん，本件民事訴訟は．肖像権に関する被告人と出版社という「ヨコ軸」の問題で
あり，国家機関である裁判所が，法廷の秩序維持，公正な裁判の確保，被告人の人権の擁護な
どを目的として，民間のメデイアに撮影を禁止するという「タテ軸」の問題ではない．
しかしながら．本件民事訴訟においても，イラスト画で違法となるものは，手錠・腰縄で身
体拘束を受けている被告人を描写するものだけだというのである． とするならば，メデイアと
しては，こうした点に配慮しつつ，「身体拘束を受けていない通常の被告人の容貌等」を写真撮
影し．報道すれば，「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあるとして，許容されることにな
るのではないかと考えられる．
ウ） また時間的な面でもメデイアの配慮が必要となる．開廷している間．いつでも撮影す
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ることができるとすると，核心に迫る供述，証言などの場面で撮影が集中し，被告人はもちろ
んのこと，証人や裁判員らに対しても影響を及ぽすことは否めないからである．
前に見たように，公判廷への出頭姿を撮影・掲載することは相当性が否定されるべきという
見解は，公判前後でも，開廷中でも，法廷でみだりにその姿を撮影・公表されることが許され
るならば，刑事手続上の防御で精一杯である被告人らは，さらに心理的負担や不安に脅かされ，
ひいては防御に支障を来すことになる， と主張しているが，開廷中，いつでも撮影が認められ
るならまだしも，時間を制限して撮影を認めた場合も同様に言うことができるかは疑問である．
被告人の防御権は尊重されるべきものであるが，だからと言って，法廷における取材の自由に
対し，無制約で優越するものであるとは考えられないのである．
そこで，撮影は被告人の入廷時から数分間に限って認めるとすれば，刑事手続上の被告人の
防御について支障を来すことはほとんどないと思われる (85)．撮影の時間を限定することにより，
被告人の写真撮影が「社会生活上受忍すべき限度」の範囲内にあると解することが可能となる．
このように解し，撮影時間を被告人の入廷時から数分間に限ったとしても，その服装や体型，
顔色などの「情報」を画像に収めることができるという意義がある．
工） さらに，写真撮影は法廷の秩序を乱す可能性があることなどを理由として，開廷中の写
真撮影を禁止することも不当と言えない， とする見解に対しては，撮影時間を制限したうえ，
代表撮影とするなどの手法を採り入れれば，法廷の秩序を乱す可能性は極めて低くなる， と反
論することができる．具体的な手法としては，法廷における被告人の容貌等の撮影を希望する
報道機関相互で事前に調整し， 2社あるいは 3社の代表撮影とすることが考えられる． しかも，
その撮影位置は，傍聴席の両脇あるいは後方とすることで，戦後直後の時期に法壇に駆け上が
ったような行為を防止することができると思われる．こうした被告人の写真撮影は，「社会生活
上受忍すべき限度」の範囲内にあると解しうるのである．
オ） より積極的に，被告人の容貌等をとらえた法廷写真を評価するとすれば，こうした写真
は，法廷や被告人の様子をありのままに写し，第三者に伝えることができる．本稿第2章(1)で
触れた法廷画家の話にあるように，イラスト画は，「感情を排し，公正中立の視点で見たままを
描くようにし……，法廷の雰囲気をスケッチできても……写真や映像ほど正確で多くの情報を
伝えられない」のである．イラスト画と写真は法廷の様子を伝える点において大きな違いがな
いことを強調し，イラスト画の描写・掲載が容認されている現状から写真撮影の制限を肯定す
る立場もありうるが，あくまでイラスト画は，被告人の容貌等をとらえた法廷写真が裁判所に
認められない現状から，代替措置としてメデイアが活用しているにすぎない．これに対し，写
真は，細密で正確に被告人の様子を伝える「情報伝達力」とも言いうるべきものに優れている．
(85)泉山・前掲注 (50)72頁では，裁判官が入廷後3分間ほど写真撮影を許しても．審理の遅延という点
ではさほど問題とならない．と指摘している．また．判決宣告時には． もはや心証形成など審理への
影響という問題は起こりえず．審理への影響という理由からは写真撮影を禁止・制限すべき根拠は存
しない． と述べている．
116 関西大学総合情報学部紀要「情報研究」第36号 2012年2月
このように，法廷における被告人の写真撮影を認めるべきことは必要性の観点からも要請さ
れうるのである．
カ） もっとも，写真は，「情報伝達力」が優れている反面，イラスト画よりも，被告人の人
格的利益を侵害する程度が大きいと思われる．イラスト画よりもはるかに細密で正確に被写体
の容貌等について伝達する写真は，個人の特定・識別を容易にすることから，より多くの人に
知られる可能性があるとして被告人に精神的負担をおわすことが考えられるからである．また，
イラスト画の場合，法廷画家たちは他の傍聴人と同様の視線を被告人に向け，手元でスケッチ
するのにとどまるのに対し，写真の場合は，複数のカメラマンがカメラを一斉に被告人に向け，
その居並ぶ様子が被告人に一定の心理的圧迫を与える可能性も否定できない．
そこで，写真の有する「情報伝達力」と，被告人の人格的利益を侵害する程度との関係が問
題となる
この点，あらゆる被告人が法廷写真を撮影されることで生じる人格的利益の侵害を甘受する
べきであるとまでは言えない．前述したように，写真撮影には被告人に一定の精神的負担や心
理的圧迫をかけるという侵害を受ける可能性が大きいから，その「侵害を受ける可能性」と「侵
害を甘受すべき必要性」とのバランスを検討しなければならないと思われる．本件民事訴訟の
最高裁判決の表現では，「社会生活上受忍すべき限度」を超えているかどうか，が検討されなけ
ればならない．
その際考慮要素としては，被疑事実の種類や軽重，犯情，社会に与えた影響などが考えら
れるとりわけ，被疑事実の軽重が注目される．社会に重大な関心を呼び起こした事件の被告
人は，一種の「公的人物」とみることができるのではないかと思われる (86)．法廷における被告
人の容貌等については，正当な関心事の対象として，国民が「知る権利」を行使すると解しう
るのである．
法廷写真の対象について，社会の耳目を集めた重大事件に関与した疑いのある被告人に限定
することを提案したい．このように解すれば，社会的にみて「侵害を甘受すべき必要性」の低
い軽微な事件の被告人は「侵害を受ける可能性」が小さくなり，反対に，重大事件の被告人は
「侵害を受ける可能性」があるとしても，社会的にみて「侵害を甘受すべき必要性」が大きいか
ら，両者の間に一定のバランスが取れると考えられるのである．このようにして，社会に重大
な関心を呼ぴ起こした事件の被告人の容貌等を撮影する法廷写真は，「社会生活上受忍すべき限
(86)泉山・前掲注 (50)73頁では．例外的に被告人の意に反しても法廷における写真撮影が許される場合
として，ケース・バイ・ケースで決めざるを得ないが．抽象的にいうならば，「公人または社会が正当
な関心をもつ人物に対しては．報道の自由に優位を認めて写真撮影を許可してもよいということにな
るであろう」と主張している．また，五十嵐＝田宮・前掲注 (3)238頁では，法廷における写真は，
被告人の苦痛が大きいから．その承諾がなければ使うべきでない．としながらも，「写真による報道が
不可欠ないしそれに近い高度の必要性があって．その公的利益が肖像権を保障する必要をはるかにり
ょうがする場合（「現代史の一こま」といえるような場合）」であれば．例外的に認めうるとしている．
原田・前掲注 (51)358頁も同旨
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度」の範囲内ということができよう．
キ） ただし，「社会生活上受忍すべき限度」を超えていないと解されるとしても，被告人に
かかる精神的負担や心理的圧迫は，できるかぎり低減するべきであろう．そこで，撮影機器の
技術が目覚ましい発展を遂げていることから，撮影方法は，ストロボなど発光装置を使用しな
いこととすべきである．そうすれば，被告人の写真撮影が方法の点でも「社会生活上受忍すべ
き限度」の範囲内にあると解することができると思われる．
五結びに代えて
以上，本稿における筆者の主張をまとめると，次のようになる．
法廷における被告人の容貌等を描写する法廷イラスト画は裁判所の運用によって容認されて
いるのに対し．法廷における被告人の容貌等を撮影する法廷写真は事実上．禁止されている．
法令上に根拠を有すると考えられるが．一般に挙げられている禁止の根拠は，いずれも十全と
は言いがたい．
他方．被疑事実の軽重などを問わず，あらゆる被告人が法廷写真を撮影されるとすると，被
告人の人格的利益を侵害する程度と．侵害を甘受すべき必要性とのバランスを欠くと思われる．
そこで．被告人の容貌等を撮影する「法廷写真を認めるべき要件」として 5つ挙げたすな
わち．①写真撮影が認められるのは．身体拘束を受けていない通常の被告人の容貌等とする（本
稿「第四章2(3)イ）」，以下同じ）．②撮影時間は，開廷後，数分間とし．公正な審理に与える影
響をほとんどなくす（「第四章 2(3)ウ）」）．③報道機関相互で事前に調整して． 2社あるいは 3
社の代表撮影とし，その撮影位置は．傍聴席の両脇あるいは後方とする（「第四章2(3)エ）」），
④その被写体を社会的な重大事件の被告人に限定する（「第四章2(3)力）」），⑤撮影方法は，撮
影機器の発展を受け，ストロボなど発光装置を使用しない（「第四章2(3)キ）」）．＿の 5要件
を充たす場合に限り．当該事件を審理する裁判所が認めることとしてはどうだろうか．
以上の 5要件を充たす場合，法廷における被告人の容貌等を撮影した写真についても．「社会
生活上受忍すべき限度」の範囲内にあると考えることができ，こうした法廷写真は，被告人の
人格的利益を侵害するものではないと言いうるのである．
この 5 要件は，法廷写真をめぐる歴史的経緯を踏まえ，報道•取材の自由と公正な裁判の要
請を調整するうえで．検討に値する現実的な提案であると考える．被告人の受忍限度の範囲内
で国民の知る権利に資する法廷写真を認めるものだからである．
法廷の状態は．裁判の内容そのものではないが，裁判に密接に関連する「情報」であると言
える国会の審議について．撮影が広く行われている現在．法廷における被告人の状態は．統
治過程そのものではないが統治権の一部である司法過程・裁判過程として．国民の目にさら
されることも許容されなければならない面もある．また，撮影器具や撮影技術の発展により．
戦後まもないころのハード面での問題点は．ほぼ解消されたと言いうる．
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法廷における写真撮影が公正な審理の妨げになるなど具体的な弊害が発生しないように留意
しつつ，法廷における被告人の状態を写真撮影してメデイアが国民に伝えることは，国民の知
る権利に応えるとともに，国民の裁判に対する理解を深めることに寄与するのではないかと思
われる．
